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全港湾建設支部第 51 回大会を迎えるにあたって

厳しい 1 年でした
3 年余り続く国のコロナ対策は大きな節

目を迎えました。新型コロナの感染症法

上の位置づけについて、厚生労働省は外

出自粛の要請や入院勧告などの厳しい措

置をとることができる「2 類相当」とし

て対策にあたってきましたが、5 月 8 日、

季節性インフルエンザと同じ「5 類」に

移行しました。移行後は、国はこれまで

のように行動制限を求めることができな

くなり、感染対策は今後、個人の判断に

委ねられます。また、これまでのように

限られた医療機関で患者を受け入れる体

制から幅広い医療機関で対応する体制を

目指すとしていて、これまで無料にして

きた医療費の窓口負担分については検査

や外来診療の費用などが自己負担に見直

されます。

春先からは沈静化した様子をみせてい

たので国民の関心が薄れていたようです

が、熱暑のピークと重なりながら「第９

次」の感染拡大期をむかえることとなっ

て、個々の国民の自己管理にまかせると

いう政府の対応も無責任なところがある

ようにおもいます。組合活動の立場から

４年前のコロナ以前の対応に復帰をする

ことになるのですが、どのようなことが

必要か学習や議論を兼ねて行きたいと思

います

今年は感染対策をして、できるだけ通常

の大会をもつことにします。ここ数年間、

執行委員会では、リモート会議ができる

ように ZOOM の学習と条件整備を取り組

んでいるところですが、組合員の参加を

促すためにも、大会時に利用できるよう

にしたいと思います。

核兵器使用の第三次世界大戦
に？
ロシア軍のウクライナ侵攻か
ら１年半 更に翌年も
昨年 2 月２４日、ロシアが「特別軍事作

戦」と称して、ウクライナに一方的に侵

攻して「ウクライナ.ロシア戦争」が始

まり一年半の激しい戦闘が持続していま

す。核戦争の可能性を秘めた「世界戦争」

の様相を帯びながら戦局がエスカレーショ

ンするだけでなく、国際的な経済システ

ムなどエネルギー・食糧問題を引き起こ

しながら世界中に波乱の連鎖をひきおこ

しています。

春先「６月にウクライナが反転攻勢する」

「欧米の先進的な兵器があるので古いポ

ンコツ兵器の弱いロシア軍など簡単に押



し返せる」とかいう話を「専門家」が連

日テレビに出て話していましたが、硬い

防御に阻まれて欧米の最新鋭戦車・戦闘

車が大量に破壊されたようです。反攻困

難を見てアメリカはクラスター弾・イギ

リスは劣化ウラン弾という国際的に禁止

条約もある武器を供与しました。戦争が

一度始まると「正義の戦争」「理想的戦

争」ゃ「人道的モラル」はなくなり、

「勝つためには何でもする」というよう

なことのようです。あと 1 か月余で「泥

濘期」、それから「寒冷期」なので、こ

の陣地戦の膠着は来年になっても解かれ

ないことになりそうです。双方「完全勝

利まで戦う」というのが原則のようだけ

れども、どこまで戦うのか、どうやって

停戦できるのか、誰が平和のイニシアチ

ブを発揮できるのか世界が関心を持って

います。ただ戦争が長引けば儲ける人た

ちがいて蠢いているようなのでもっと長

期化するようです。

こうした現実の戦争が進行する中で、日

本の「非戦国家」「平和主義」の理念は

脇に押し込められようとしています。

「核武装」を主張する人や「核シェアリ

ング」を検討すべしとおおっぴらに主張

する政治家.政党もでてきています。

岸田政権は安倍政権がおしすすめた緊

急事態・存続危機における「集団的自衛

権」の承認からさらに進めて「敵基地攻

撃」「先制攻撃」を可能とする防衛要項

の改定を行い米国の一極覇権を体現する

NATO との関わりを強めようとしていま

す。

今年の５月Ｇ 7 サミットが日本を議長国

にして行われました。広島出身の岸田総

理大臣は意欲的に核兵器の被害の悲惨さ

を訴える場として「核兵器禁止」をアピー

ルする機会にしたかったようですが、実

質内容の乏しいパフォーマンスに終わり、

特別参加したウクライナゼレンスキーへ

の最新兵器の全面支援をとりまとめ戦争

へのコミットメントを強化することとな

りました。

防衛費(軍事費)倍増とそのた
めの「増税」路線をすすめて
います
欧米（ＮＡＴＯ）を中心に「ロシアへの

ドルの金融制裁をはじめ全面的な経済制

裁の発動」がなされ、金融やモノの交易・

流通が大きく影響して、世界のいたると

ころで経済的混乱が続いています。いた

るところでインフレと物価高騰が民衆の

生活を直撃するようになっており、物価

対策の金利の引き上げは経済政策全体を

破局させかねない様相になりつつありま

す。

「新たな戦前」通り抜けて
「戦争真っただ中」へ
毎日、スポーツ観戦のようにウクライナ

支援の戦況解説・勝った勝ったの大本営

発表だがウクライナ兵の死者の数は伝え

ない。戦争はどちらにおいても悲惨だ。

連鎖して身近に迫る「台湾有事」。「自衛

隊の闘う勇気」を煽る麻生太郎。他国の

内戦に何で日本の若者の血を流さないと

いけないのだろう。原発再稼働・新設解

禁・福島第 1 汚染処理水の海洋投棄の実

行。「行き詰まって背に腹は変えられな

い」みたいなやり方。大きな禍根を残す

ことになります。



悪化する経済情勢・インフレ
物価高騰

生活苦におわれる国民の姿を連日新聞が

伝えていますが、その報道を参照してみ

ます。まずは 7/12(水) 10:01 配信 yaho

onews から

次に 8/18(金) （読売新聞）からも

どこの報道機関も連日深刻な記事を載せ

ています。50 年ぶりの「狂乱物価」、い

かに生活防衛をはかるか喫喫の事態にな

りつつあります。

今年の食品値上げ、3 万品目突破 過去

最大級の値上げラッシュ

2023 年の値上げが 3 万品目を超えた。

家庭用を中心とした飲食料品の 2023 年

値上げ品目数は、7 月 12 日までの判明

ベースで累計 3 万 9 品目に上った。全食

品分野に及ぶ年 3 万品目超の値上げはバ

ブル崩壊以後の 30 年間でも異例で、記

録的な 22 年（2 万 5768 品目）を上回り

過去最大級の値上げラッシュとなる。特

に 10 月は、酒類やソーセージ、調味料

などを中心に 3716 品目が既に値上げ予

定となり、最大で 1 年前と同水準の 800

0 品目前後に到達する可能性がある。

足元では一部原材料で値動きが落ち着

いているほか、複数回に及ぶ価格転嫁で

コスト吸収力は高まり、値上げ要因とし

て大きなウエイトを占める「原材料高」

由来の値上げは一服感も出てきた。その

ため 2023 年の値上げは 10 月をピークと

して緩やかにペースダウンし、22 年よ

り 1 万品目多い 3 万 5000 品目前後が想

定される。 ただ、上昇が続く電気代

の先行きは不透明なほか、人件費の上昇、

円安による輸入物価の押し上げなど潜在

的な値上げ要因の解消はできていない。

家計負担増による購買力低下で消費者の

「値上げ疲れ」も出ており、積極的な値

上げの動きは出づらいものの、年末から

24 年初頭も断続的な値上げの動きが続

くとみられる。

総務省が１８日発表

７月の全国消費者物価指数（２０２０年

＝１００）によると、値動きの大きい生

鮮食品を除く総合は１０５.４と、前年

同月より３.１％上昇した。電気料金な

どの値下がりで伸び率は６月の３.３％

から鈍化したものの、食料を中心とした

値上がりが続いている。

物価上昇は２３か月連続。品目別では、

生鮮食品を除く食料が５、６月に続き３

か月連続で９.２％と、１９７５年１０

月（９.９％）以来の高い水準だ。原材

料価格や物流費、人件費などを反映した

値上げの影響が大きい。アイスクリーム

など菓子類は１１・５％、からあげなど

調理食品は１０.０％、外食は５.５％、

それぞれ伸びた。

物価上昇の鈍化要因は、主に電気、都

市ガス代に対する政府の補助金や燃料価

格の下落による効果だ。電気代はマイナ

ス１６.６％、都市ガス代はマイナス９.

０％だった。政府の補助額が段階的に縮

小しているガソリン代が１.１％上昇し

たものの、エネルギー全体がマイナス８.

７％と、全体を押し下げた。

生活の実感により近い生鮮食品を含む

総合指数の伸び率は６月と同じ３.３％。

ガソリン代は今後も値上がりが想定され、

消費者物価を押し上げるとみられる。



岸田内閣が発足して間もなく
２年の時間が経過する

岸田首相は自民党内の第 4 派閥の少数派

で最大派閥の安倍派・安倍晋三の意向を

忖度するというスタンスをとっています。

長期政権によることで硬直して閉塞感の

安倍政治、とりわけ誰の目にも失敗が歴

然となった「アベノミクス」との違いを

模索しようとしているのだが腰が定まっ

た政策にならずふらふらしています。

次のように批判する人もいます。「新し

い資本主義」の言葉を掲げ、「分配」が

重要だと述べたものの、しかし実行は伴

わなかった。「分配が重要」は「成長も

分配も」に変わり、結局「まずは成長」

に変わった。 変化は期待だけに終わっ

た。「日本経済はこれからも力強く成長

する」と述べたが、日本経済はこれまで

も力強く成長していない。

１９９５年のドル表示日本ＧＤＰを１０

０としたとき、２０２０年のＧＤＰは９

１。２５年間の成長がマイナス。日本経

済は成長できない「失われた３０年」を

経過してきた。このなかで分配の格差拡

大が進行。新しい貧困問題が生み出され

てきた。１９９６年から２０２２年まで

の２６年間に日本の労働者一人当たりの

実質賃金は１４．４％減少した。ゼロ成

長どころか賃金が二桁の減少を示した。

多くの国民が下流に押し流され、新しい

貧困問題が生み出されている。

雇用関係は荒廃して 非正規の契約・派

遣労働者ばかりが増えるようになってい

ます。こうした中で昨年 7 月安倍晋三が

統一教会がらみで殺害され、岸田氏自身

も爆発物を投げられるなど「政治的テロ

ルの時代」の様相を帯びてきました。

安倍氏がいなくなったことで日本のあり

ようは大きく変化をすることになってい

ます。

日本銀行総裁も「異次元の金融緩和(ゼ

ロ金利)」の黒田から「微調整」の植田

にかわりました。国債の金利利払いは数

兆円、結構な増額となります。岸田政権

は「安倍継承者」を名乗ることも「安倍

政治からの脱却」して「本来的な宏池会

政治」など好きなことを主張できるフリー

ハンドを握ることとなりました。最近は、

気が緩んできた様で、横柄に国民にとっ

て不利益なことを平然と押しつける場面

が多くなっているようです。身内ひいき

の思い付きの勝手放題の政治が多くなり

政権支持率も 20%台に低迷したままです

が、野党が分裂して与党・政府を規制す

る力を失っているので、対抗する力をい

かに再建していけるか、困難を乗り越え

られるか迫られています。

混乱と混迷を深める日本の政治と経済、

そして社会の中で「非力であっても」働

く者の想いをつなげて自己主張しながら

さらに 1 年団結していきたいとおもいま

す。

分会の活動

西成分会の活動

ＪＲ新今宮駅前の「あいりん総合センタ

―」が、２０１９年４月閉鎖され、ハロ

―ワ―ク（職安）と西成労働福祉センタ

―は、西側の南海ガ―ド下に移転しまし

た。２０２３年夏以降から２４年にかけ、

センター建物解体の流れがある中（最高

裁係争中）、センター跡地南側は大阪府

で建物の設計ができあがり、北側半分は

大阪市での検討が進んでいます。

関空建設時（１９８５年頃）約２３０

００人いた日雇労働者（日雇帳所持者）

は約５００人に減少しました。変わりゆ

く地域と新しい条件の中で、西成分会は、

月、木曜日、朝５時～６時半、分会機関

紙「大阪城」（１４３７０号・７月１０



現在）を配り、活動を続けています。

今年の第５４回釜ヶ崎メ―デ―は、地

域の諸団体や若者たちと「民衆メ―デ―

実行委員会」を組織し、５月１日（月）

朝８時半より三角公園で集会を行い、そ

の後地区内を回り通天閣までデモを行い

ました。今後も、「建設業退職金共済」

「労災安全対策」「最賃引き上げ」「労働

条件善」などの課題を地域の仲間ととも

に闘っていきます。

また、コロナ禍などで途切れていた大

建協・ゼネコンへの要求、大阪府、大阪

市交渉も再開させながらたたかっていき

ます。

樋口商店分会の活動

（株）樋口商店は四條畷にある産廃収集

処理業者ですが、２０２３年１月２９日

早朝、

工場内・リプラ建屋（中間処理施設）で

火災を起こし、リプラ施設が使えなくなっ

ています。現在、リプラ施設の復旧工事

をしていますが、９月末日までかかり、

その間、ゼネコンなど顧客の減少と売上

の減少により厳しい状況になっています。

分会・支部は弁護士との相談体制もつく

りながら団体交渉を要求したたかってい

きます。

太平ビルサービス分会、堺化学分会、宝

塚分会、日経分会の活動

太平ビルサービス分会は、今年度も①

新型コロナウィルス対策として、冷感マ

スクと使い捨て手袋の支給、②熱中症対

策として、塩飴の配布と経口補水液の各

職場への備付、屋外で勤務する従業員に

対する首掛け扇風機の支給を勝ち取るな

ど、安全で安心して働ける職場をつくる

ために力を注いできました。また、今年

の春闘においては、昨年実績を上回る賃

金の引き上げを勝ち取ることができまし

た。分会は、正社員と有期社員・パート

社員との不合理な労働条件の格差の是正

を目指し、粘り強く交渉を続けています。

堺化学分会と宝塚分会は、し尿処理・

汲み取り労働者として社会生活を支えて

きました。堺市と宝塚市では、し尿汲み

取り数の減少に伴い、し尿処理業務の再

編が急速に進んでいます。堺市のクリー

ンセンターの運転業務は、これまで随意

契約で行われてきました。しかし、市は

２３年度末をもって、一般競争入札へと

発注形態を切り替えました。支部・分会

は、職場を守るために、引き続き業務を

受注するよう会社に強く働きかけ、むこ

う３年間の業務委託契約を勝ち取ること

ができました。

宝塚市では、クリーンセンターの建替

え工事が始まりました。それに伴い宝塚

都市環境サービス（株）の事務所がある

焼却棟の解体工事が、令和９年予定され

ています。組合員の雇用を確保するため

に、解体工事後も、宝塚都市環境サービ

ス（株）の事務所と駐車場を保障するよ

う、宝塚市に要請しています。宝塚分会

では、長い間組合活動を支えてきた二名

の組合員が来年３月に退職する予定です。

事業継続に向けて、人員の補充を要求し

ていきます。

日経分会でも、長い間組合活動を支え

てきた一名の組合員が、来年３月に退職

する予定です。

三座分会、古川分会の活動

三座分会と古川分会は、ねばり強く自主

運営を続け職場を守り抜いています。古

川分会では、分会結成以来のメンバーで

ある宮口さんが今年の 3 月に急逝されま

した。心よりご冥福をお祈りしたいと思

います。

以上



９／２２（金)１８：３０ 東成区民センター大ホール
「関東大震災朝鮮人虐殺を考えるシンポ
ジウムｉｎ大阪」

９／２８（木) ９：３０ 地本労職対
１０／ １（日)１０：００ 建設支部第５１回定期大会（ＰＬＰ会

館）
１０／ ２（月)１８：００ 弁護士相談会
１０／１０（火)１８：３０ 支部執行委員会
１０／２１（土)１３：３０ エル大阪

とめよう！戦争への道、めざそう！ア
ジアの平和２０２３秋関西のつどい
山城博治・講演～集会後デモ（予定）

１０／２７（金）１８：００ 地本６０周年記念集会（弁天町ベイタ
ワー）

１１／ ６（月）１８：３０ 支部執行委員会（予）
１１／ ７（火） 冬季一時金等・職場要求提出（予）
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